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災害時に直接的な死は免れたものの、その後の避難生活などで命を落としてしまう「災害関連死」。
2016年の熊本地震では、地震による直接の死者数50人を上回る218名が命を落としました。
なぜ、こんなことが起きてしまうのでしょうか。ポイントは「情報」にありました。

災害が起きた時、被災自治体はパニックに陥ります。どこに誰がいて、どんな被害状況なのか、
把握するだけで手一杯です。他の自治体が救援に行っても、ボランティアに行っても、
情報を入手するたけで数日かかってしまうこともざらにあります。
やっと避難所に入れても、支援が受けられずに体調を崩してしまう場合もあります。

災害関連死をゼロを目指して
一方、先日、台湾東部・花蓮沖を震源とする地震が起きたことは記憶に新しいでしょう。
この台湾で起きた地震では、地震発生後3時間で避難所の体制が整い、迅速な対応が行われました。
また地震が起きた翌日の朝には、プライバシーが守られるパーテーションの中で、被災者たちがくつろいだ表情がみられたと言います。

このような施作は、イタリアなどヨーロッパでも行われており、
いつ地震や台風などの自然災害が起きても大丈夫なように、日本でも早急にシステムを作らねばなりません。
健常者だけでなく、病気を持っている方や、配慮が必要な方、全ての人を救い、災害関連死をゼロにする仕組みが必要です。

命を守るために大切なのは「情報」でした

https://shakaikadai.or.jp/rescue


Screenshot
mite（ミテ）システムは、「命を守る情報」をつなぐ仕組みです。
災害時の情報の混乱を防ぎ、「災害関連死ゼロ」を目指すための自治体向け補完システムとして開発されました。

「命のカルテ」には、既往歴・服薬情報・アレルギー情報など、
個別避難計画と同等レベルの重要な情報を平時から登録・集約。必要に応じて自治体へ情報提供を行います。

災害発生時には、情報を一元管理する内閣府クラウド型被災者支援システムを最大限に活用できるよう支援し、
自治体の情報管理業務を補完。迅速かつ円滑な情報共有を実現します。

また、情報をデジタル化（DX化）することで、避難所・自治体・医療機関・支援団体など関係機関との連携がスムーズになり、
対口支援（自治体同士の支援連携）も円滑に行えるようになります。

さらに、自治体から関係機関へ必要な情報を迅速に共有できることで、適切な医療対応や支援物資の提供にもつながります。

情報共有の負担を減らし、本当に必要な支援を必要な人へ届ける。
miteシステムは、災害時の支援体制を支える新しい情報連携の仕組みです。

国が推奨する個別避難計画について



国が推奨する個別避難計画というのは、
自ら避難することが困難や高齢者、障害者などの避難支援をするために、
一人ひとりの状態や、避難先を先に記入しておくことで、もしもに備える計画のこと。

自治体が先導して行なっていますが、現在は紙ベースで運用されている自治体が多く、
地域の民生員さんなどが個別で作って穂感じているところも多いです。

個別避難計画を作るのは急務ですが、それぞれで作成することが難しく、
保管方法にも課題があります。

命のカルテには個別避難計画に登録する情報とプラスして、あなたの命を守る情報を登録します。
・既往歴、お薬情報、禁忌、診察券、身長と体重、血液型などを入力します。



miteシステムでできること
災害が起きた時には、避難所や自治体に健康記録・救助情報が共有されます。
そのことにより、一次災害のみならず、あなたが誰で、どんな健康状態でいて、どのようなことが必要なのかがわかり、
必要な救援物資や、人が、速やかに配置され、二次災害の防止に役立ちます。

命のカルテで情報がまとまっていることによって、在宅避難の場合にも、
必要な物資や人の把握し、地域システム介護支援、医療などの手配ができるようになります。

ボーダレスで全ての命を守る取り組みを⽬指して
miteシステムへの情報の登録は、簡単に登録ができ、
さらに自治体・登録事業者により、登録サポートを実施します。

平常時に地域住民の方同士で信頼関係を構築することで、実際に災害が起きた時にも、
相互関係でサポートができるように地域連携を強くするよう、行います。

miteシステムには、最新の情報がアップされている必要があるので、全国でサポーターを必要としています。
地域サポーターは命を守る為に、地域連携支援と命のカルテの登録支援をお願いします。
また、自治体の方も災害が起きる前までに導入を検討ください。


